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消費者の商品やサービスに対する要求が急速に多様化するとともに，企業側もそれに応える

ための様々な付加価値の提供が行われている．そのため，企業間取引での商品や材料の分類が一

層細分化されている．これらを識別し付加価値のある取引を実現するためには，単に商品コー

ドを割り当てるという従来の方法では限界がある．本稿では，EDIの取引モデルに基づき商品

の識別処理モデルを提案し，可変長によるデータ表現の実装化により提案モデルの実効性を検

証し，既存システムとのインタフェースを確認した．
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In recent years, most of the companies have made more e�orts to diversify products to meet

consumer's demands. Therefore, business transactions through Electronic Data Interchange

(EDI) have been spread to exchange information of subdivided goods classi�cation eÆciently.

However, some problems can be occurred to classify and identify un-packaged goods in apply-

ing the traditional code system to EDI. In this paper, we propose a Data Management for EDI

including an identi�cation mechanism and representation method for value-added informa-

tion of materials and products. The method, which is written in Extensible Markup Language

(XML), is evaluated in a fresh seafood Supply Chain, and the represented information has

variable length format with tree structure.

1 はじめに

近年，様々な商品について消費者の要求が多様化

し，需要動向の変動はますます早くなる傾向にある．

このため商品を供給する側は，需要に合った商品を

早く的確に市場に投入するための対応を迫られて

いる．

その対応のひとつとして，商取引の EDI化が挙

げられる．これにより，多数の商品の取引を早く正

確に進めることができ，蓄積された情報を需要動向

の把握や予測に用いることもできる．この試みは，

工業製品などを中心に一定の成果を上げている．

一方，非常に多くの種類が存在している商品，例

えば水産物は，大きさ・産地・鮮度など，商品価値

を左右する多くの要素があるため商品分類が複雑に

なり，EDIにおいて適切なコード体系を決定するの

が困難である．現在，水産物コードの標準化が進め

られており，これによって形式的には EDIを導入

することが可能になっている．しかし，限られた桁

数のコードに収めるために上記の情報の多くは丸め

られてしまい，異なる価値を持つ商品は異なる商品

として識別（商品識別）しなければならないにも関

わらず，同一商品として扱われてしまう．また，仮

に十分な桁数のコードを用いて，様々な観点からの

分類が行われたとしても，固定された分類方法では

消費者の要求の変化に対応することができない．水

産物に限らず，既に EDIシステムが適用できてい

る分野においても，消費者の要求の変化に伴って同

様な問題が発生する可能性がある．

これらの問題を解決するため，本稿では水産物取

引を例に，様々な商品の情報を含むデータの表現方

法とそれを用いた識別処理システムを提案する．2で

は水産物を例に商品の取引特性を述べ，3では EDI

の現状分析により取引モデルとその要件を提案し，

更に 4では，3の要件を満たすためのデータ表現方

法について述べ，5ではそれを実現する処理モデル

を提案したうえで，実装内容と検証結果を述べる．
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2 水産物流通

2.1 水産物 SC

水産物は，魚介類，海藻類及びそれらの塩蔵品・

練り製品などの加工品から構成され，生鮮若しくは

冷凍品として流通している．水産物の流通における

管理面での特徴として，Kobayashi et al.[1]は，以

下の 3つを指摘している．

1. 種類が多く，漁場，水揚げ漁港，収穫時期，加

工方法などにより商品価値が異なる．

2. 大きさ，重さ，肉質などのばらつきや保存状

態（生鮮，冷蔵，冷凍）を識別した管理が求

められる．

3. 鮮度の変化がほかの食品として比較して著し

く，商品価値に大きな影響を与えるため，徹

底した鮮度管理が必要である．

これらは流通する商品価値に大きな影響を与える

ため，本来商品が持つ価値を損なうことなく流通さ

せることが重要となる．水産物は漁業生産者，輸入

商社などの原料供給業者，産地市場，消費地市場，

小売業者を経て流通しており，これは 1つのサプラ

イチェーン（Supply Chain; SC）を形成している

（図 1）．これに対し，消費者の要求（デマンド）に

関する情報は，小売業者から市場を経て原料供給業

者へ届けられる．水産物におけるサプライチェーン

マネジメント（Supply Chain Management; SCM）

において，消費者の要求にあった商品を市場に供給

する必要があり，このため冷蔵・冷凍機能の充実や

輸送の迅速化など物流機能の発展がなされてきてい

る [2]．また，取引を速やかに行うため，デマンドの

流れに対する情報化への取り組みが行われている．

これについて，Takeno et al.[3]は，水産加工品の

取引において，EOS（Electronic Ordering System）

などの情報技術の導入が小売業者を中心とした限定

的な範囲に止まっていることを示した．この原因と

して，導入されているEOSは JAN（Japan Article

Number）コード [4]を基にしたパッケージ化された

製品向けのコード体系であり，価値の異なる多種多

様な商品が流通する水産物 SCに適用するには不十

分である点を挙げている．

更に，水産物 SCは，その歴史的経緯からほかの

商品の SCと比較して介在する企業の数が多く，規

模の小さい企業の割合が高い傾向にあるため，SC

図 1: 水産物サプライチェーン

図 2: 水産物標準商品コード

内の情報を管理する上で統一の情報規格などを設定

しにくい構造を持っている．一方，SCの効率化の

ためには，消費者の要求を的確・迅速に SCの構成

者間で共有し，SC全体でのスループットの向上が

求められる [5]．SCにおける情報の管理においては，

取引の情報化及びそれを実現するために必要な商品

識別が必須要件となる．

2.2 商品識別と付加価値情報

水産物の商品価値を決定する要因として，タイや

ヒラメなどの魚種，有卵の区別を含む性別，漁場や

水揚げ漁港などの産地，収穫時期及びその日付，加

工方法及びその日付，魚体の状態などがあり，これ

らの組合せにより水産物の商品価値が決定される．

（財）食品流通構造改善機構の作成した「水産物

標準商品コード」（試供版）[6]は，魚種を示す「標

準品名コード」と付加情報を示す「標準属性コード」

から構成される（図 2）．標準属性として形状・部

位，性別など，13の属性情報を付与しており，実際

の商取引において必要な情報としている．これらの

属性情報によって商品識別情報を詳細化することに

より商品の本来の価値を示すことができ，適正な価

格で取引されることによって商取引の付加価値化が

図られる（以下，付加価値取引）．ただし，付加す

るべき適切な属性情報は魚種などにより異なり，あ

らゆる水産物の商品識別情報として全項目が必要で

はない．例えば，有卵の区別が重要とされる魚種は，

サケ，タラ，ニシンなどに限定される．
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また，取引形態によっては標準属性コードに網羅

されてない項目が必要となる．例えば，農林漁業金

融公庫の調査における消費者の重要視する属性情報

は，鮮度，食味などが挙げられている [7]が，特に

鮮度に関する情報は標準属性コードでは定義されて

いない．しかしながら，今後このような情報の重要

性は高まると思われる．更に，必要な情報は市場の

動向の影響を受けて変化するため，仮に現時点で必

要とされる情報をすべて網羅したとしても十分とは

言えない．

以上から，水産物 SCにおいて流通する商品の取

引価値を高め，SCの競争優位性を維持確立するた

めの要件として，多様な取引対象での属性情報を識

別できる取り扱いのメカニズムが挙げられる．

3 水産物EDI

3.1 水産物EDIの現状

水産物取引における EDI化の取り組みは，主に

スーパーマーケットなどに代表される小売業者によ

る EOSが主流である [3]．EOSでは，消費地市場

を形成する卸売業者などの納入業者は，小売業者の

サーバから VAN などにより発注情報を取り寄せ，

それに基づき納品する．ここでの発注情報は日用品

などとも共通の書式に基づいており，対象商品の商

品コードは JANコードとしている．JANコードは，

小売業における POS（Point of Sales）システム [8]

で用いられており，コード化の対象には食品のみな

らず，日用品や家電製品などもふくまれる．水産物

標準品名コードは JANコードに準拠しているが，水

産物の商品価値を決定するために重要となる標準属

性コードはこれに完全には含まれない．このため，

水産物の取引において，付加価値を高めるための商

品識別の手段としては不十分である．実際，卸業者

より上流の SCにおいてはこの JANコードは余り

用いられていない [3]．また商品識別のために，標

準コードではなく納入業者と小売業者間での取り決

めに基づく独自のコードが用いられている事例も見

受けられる．

Kobayashi et al.[1]では，消費地市場における付

加価値取引システムとして水産物標準商品コードを

用いたシステムを示し，付加価値取引の実現化につ

いて報告した．このシステムは消費地市場を形成す

る 2つの卸売業者，4つの仲卸業者における受発注

システム及び，それにおける照合業務を対象として

いる．システムはサーバーセンターと各社に設置さ

れた端末で構成され，これを LANで接続し従来の

各社の基幹情報システムに付加する形で導入されて

いる．取引における商品識別のためのコードは標準

品名コードと標準属性コードを用いて行い，各社の

基幹情報システムで用いられているコードとの変換

機能を装備している．この結果，従来人手によって

行われた作業が自動化され，照合業務の効率化が図

られている．一方，標準品名コード，標準属性コード

ともに商品識別のための項目は固定であり，市場動

向にあわせて商品識別に求められる項目を変化させ

ることは困難である．各社の商品コードでは，商品

に対する独自の付加価値情報を持たせており，各社

における商品定義に差異が存在している．また，業

者間で項目数やその順序が統一されておらず，コー

ド変換処理に不都合が発生しており，完全な自動照

合は困難となっている．

3.2 商取引プロセスと商品識別

水産物の商取引プロセスは一般に，在庫・納期照

会，内示発注，正式発注，納品，決済の 5段階から

構成される．このうち在庫・納期照会では発注側は

受注側に対して求める商品の在庫，納期，価格を打

診し，受注側はその商品に関する情報を回答する．

内示発注・正式発注では，発注側は受注側に対して

注文する商品名，数量，場所，時間などを指示する．

受注側は発注内容に沿い納品を行い，納品された商

品の代金が決済で発注側から受注側に提供される．

水産物の商取引において多くの種類の異なる商品を

同時に発注する必要があり，プロセスの各段階にお

いて商品名，種類などを正しく把握・識別する必要

がある．

ここで，具体的な発注（在庫引当）のプロセスを

図 3に示す．

1. 発注者は条件を満たす商品のコードをコード

ブックから探す．

2. そのコードを用いて発注を行う．

3. 受注者はコードブックに基づいて構築された

在庫データベースを検索して結果を返す．

その際，発注者と受注者が用いるコードブックの

内容は同じでなければならない．したがって，双方

のコードブックを更新し同期をとっておくことが必
3
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図 3: コードブックによる商品識別

要であるが，コードブックの更新はシステムの変更

などの負荷を伴う．また，要求に即したコードブッ

クを持つことが企業にとって競争上の優位性となる

反面，コードブック自体は共通性が要求されるとい

う，商品コードを原因とする矛盾への対応を迫られ

ている．

3.3 付加価値取引の要件

水産物 SCの効率化，競争優位性確保のため，取

引における商品の付加価値を識別することが重要で

ある．この識別は SC中の特定の 2社間だけで成立

するだけではその真価は発揮できず，SC全体で共

通して利用できる構造を持っている必要がある．

本研究では水産物などの種類の多い商品群にも対

応できる付加価値情報をもつEDIの実現要件を，以

下の 3つにまとめる．

� 流通過程における各段階のすべての商取引に

おいて適用可能である．

� SC構成各社の基幹業務システムとデータ互換

性を有する．

� POSなどの既存システムに対応するための機

構を有する．

これを実現する商品識別のためのデータ表現の要件

として，以下の 5項目を挙げる．

1. 標準商品コードと同等以上の品名・属性に関

する情報を取り扱うことが可能である．

図 4: EDI付加価値取引モデル

2. 品目や属性における項目は市場の動向などに

合わせ，追加・修正が可能となる構造を持つ．

3. 項目に対応する情報に欠落があっても機能す

る．また，項目の順序にとらわれず機能する．

4. SC構成各社で必要となる情報を付与し，商品

のより詳細化を可能とする．また，産地や流

通過程などの履歴情報を付与することで，安

全性，透明性を確保する．

5. コードブックの改訂などの煩雑な手続きを不

要とする．

岡本ら [9]は，EDIによる付加価値取引モデルを

設定し（図 4），これに基づき，上記要件（1）に対

して，小売業者・卸業者間で行われている EOSに

よる EDI を取り上げた．これを実現する XML を

用いた水産物のコード表現と既存商品コードとの変

換システムを提案した．情報システムの構成は，発

注者（小売業者）と受注者（卸売業者）の業務シス

テム間に設置するインターネットを経由するクライ

アントサーバシステムとし，業者間のデータ転送に

は XMLを用いた．本研究ではこれを受け，更に上

記要件（2）{（5）を満たす商品識別のためのデー

タ表現を提案する．

4 付加価値取引のデータ表現

4.1 データ表現の構造

水産物の商品構成は原魚を頂点とする木構造で表

現することができる [10]．サケの加工品の例を図 5

に示す．よって，原魚とその加工手順が明らかにな

れば，この木を辿ることによって，原魚や半加工品

を含むすべての商品を特定することができる．この
4
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図 5: サケを原魚とする加工品の例
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図 6: 商取引と付加価値情報

特徴を利用し，原魚とその加工品を全く別の商品と

して表現するのではなく，図 6に示すように，原材

料の情報を含む形で加工工程の情報を追加していく

構造を持った形でのデータ表現が可能である．その

ためには，可変長のデータ表現が求められる．これ

により，原材料・加工工程のそれぞれに必要な付加

価値情報を，適切に追加することのできるデータ表

現となる．

4.2 XMLによる取引データ表現

XML[11] はテキストによる文書記述の方法を規

定したものであり，厳密でかつ簡潔な設計となって

いる．また，XML文書の作成や処理するプログラ

ムの作成が容易であり，インターネット上でそのま

ま利用できるなどの特徴がある．XMLではタグを

用いて論理構造を記述することができ，本稿で述べ

ている構造を持った可変長によるデータ表現の記述

にも適している．

用途を水産物に限定した場合には，図 6に示す入

れ子型の構造に特化した記述法 [12]を用いることも

考えられるが，XMLを用いることで更に幅広い構

造の記述を行うことができ，水産物以外への適用も

容易になるなどの利点がある．

4.3 商品識別とデータ表現

可変長によるデータ表現を用いることによって，

システムの変更なく項目の追加・修正が可能であり，

XMLを用いる場合にはタグの追加や修正によって

実現できる．その際，タグ名とその内容については

利用者間で予め合意が必要であるが，データの構造

化により利用者を限定することができ，SC全体の

ような広範囲での合意形成は最小限（最初の標準化

時点での合意のみ）に止めることができる．また，

タグの新規作成ルールを予め定めておくことにより，

各社で必要なタグを作成することも可能である．こ

のようにして，SCの上流で作成された原材料のデー

タを変更することなく，そのまま包含した形で履歴

を追加していくことによって，作成されたデータを

履歴情報としても利用することができるようになる．

原材料のデータにおいて，項目の順序の違い，必須

でない項目の欠落，上流でのみ利用される未知の項

目の存在などは，そのまま包含する上で特に問題に

はならない．

以上により，可変長によるデータ表現は，3.3節

で述べた要件をすべて満たしている．

5 提案システムの実装

5.1 XMLによる識別処理モデル

付加価値取引モデルに基づき，基幹業務システム

（図 4）の識別処理モデルのプロトタイプ（図 7）を

構築し，本データ表現の妥当性を検証した．その構

成は，RDBによる在庫DBを中心とし，XMLを保

管しておくファイルシステム，XMLプロセッサなど

からなる．XMLプロセッサは，図 8の破線で示すよ

うに XMLの中から必要な要素を取り出して RDB

のためのテーブルを生成するプログラムである．

5.2 システムの検証

5.2.1 検証用データ

検証に用いるデータを図 9に示す．水産物の識別

に必要な要素は数多くあるが，ここでは単純化し，

品名と産地のみで表現されるものを基本とする（サ

ンプル 1）．

3.3 節で述べた要件（3）を満たすには，以下の

データを扱うことができる必要がある．
5

研究会Temp 
 

研究会Temp 
－13－



図 7: XMLによる識別処理モデル

図 8: XMLデータからのテーブルの生成

� 要素の順序が異なるデータ（サンプル 2）

� 要素の欠落しているデータ（サンプル 3）

また，要件（2）を満たすには，消費者の要求の

変化に伴い，新たな要素の追加が発生した場合，そ

れに対応できなければならない．ここでは，新たな

要素として鮮度（K値）の追加されたデータ（サン

プル 4）を扱うことにより検証を行う．

5.2.2 検証の実施

品名と産地の 2つの項目を扱うという前提の下で，

サンプル 1{4からテーブルを生成すると図 10のよ

うになる．これにより，3.3節の要件（2），（3）を

検証した．

更に，要件（4），（5）についても，以下の手順で

検証を行った．

1. 発注者側からの要求が釜石のイカであると仮

定した場合，図 10のテーブルに対して図 11

に示す SQL文を生成し実行することによって，

図 12の結果が得られた．また，この結果を利

用する際に，再度XMLに変換し，図 13に示

す結果が得られ，発注者はこの XMLを参照

することができる．これにより，外部では一

貫して XMLによるデータ交換を行うことが

できるため，要件（4）を満たすことができる．

2. 発注者側からの要求の変化により，例えば生

食可能な（K値の低い）ものを区別して取り

扱いたい場合，検索に使う要素をテーブルに

追加する必要が発生する．サンプル 4のよう

に既にK値が商品の情報に含まれているもの

もあるが，このままでは検索することができ

ないため，K値を追加してテーブルを再構築

した（図 14）．具体的にはXMLデータから取

り出す項目を定義しなおすことにより，保存

されているすべての XMLデータを自動的に

変換し，テーブルを再構築を行っている．こ

のように，コードブックの変更なしに新たな

項目の利用が可能となり，要件（5）を満たし

ていることが確認できた．

5.3 XMLDBを用いた実装化

XQuery[13] を扱うことができる DBMS を用い

れば，XMLで表現されたデータをそのまま利用し

たり，在庫情報を XML で表現することができる．

外部からの問い合わせに XQuery を用いることが

できれば，特に新たなプログラムを追加する必要は

なく，システム構成は RDBを用いた場合よりも単

純になる．

XML を用いてサンプル 1{4の在庫情報を表現し

た例を図 15に，これに対して，釜石のイカを検索

するための XQuery表現の例を図 16に示す．この

例のように検索した結果，図 13と同様のものが得

られる．

また，発注側の要求の変化に対応して，生食可能

なイカを検索しなければならなくなった場合にも，

図 17に示すXQuery表現を用意するだけでよく，前

述の RDBを用いたシステムの場合のように要求に

応じたテーブルの再構築の必要はなくなる．

6
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� �
<商品>

<品名>イカ</品名>

<産地>釜石</産地>

</商品>

� �
サンプル 1: 基本形データ� �

<商品>

<産地>釜石</産地>

<品名>イカ</品名>

</商品>

� �
サンプル 2: 項目順序が入れ替わったデータ� �

<商品>

<品名>イカ</品名>

</商品>

� �
サンプル 3: 項目が足りないデータ� �

<商品>

<品名>イカ</品名>

<産地>釜石</産地>

<K 値>10</K 値>

</商品>

� �
サンプル 4: 項目が増えたデータ

図 9: 検証用 XMLデータ

6 おわりに

本稿では，水産物を例に付加価値取引の実現に必

要な要件を整理し，それを実現するための可変長

によるデータ表現を提案した．また，このデータ表

現を取り扱うシステムを，現在広く利用されている

RDBを用いて実現可能であることを示した．この

データ表現は水産物に特化したものではなく，他の

食品や工業製品における多品種少量化及び短納期要

求に対して有効であると考えられる．また，今後普

及すると考えられる XMLDBを用いることにより，

� �
品名 産地 数量 � � � ポインタ

イカ 釜石 150 � � � (サンプル 1)

イカ 釜石 120 � � � (サンプル 2)

イカ 50 � � � (サンプル 3)

イカ 釜石 180 � � � (サンプル 4)

� �

図 10: 変換後のテーブル

� �
SELECT * FROM 在庫

WHERE 品名 = "イカ"

AND 産地 = "釜石"

� �

図 11: SQLによる問い合わせの例

� �
品名 産地 数量 � � � ポインタ

イカ 釜石 150 � � � (サンプル 1)

イカ 釜石 120 � � � (サンプル 2)

イカ 釜石 180 � � � (サンプル 4)

� �

図 12: 検索結果

より実装は容易になる．今後は，このデータ表現を

現実の EDIに適用することにより，付加価値取引

の検証を更に進める予定である．
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� �
<釜石産のイカの在庫>

<在庫>

<商品>

<品名>イカ</品名>

<産地>釜石</産地>

</商品>

<数量>150</数量>

</在庫>

<在庫>

<商品>

<産地>釜石</産地>

<品名>イカ</品名>

</商品>

<数量>120</数量>

</在庫>

<在庫>

<商品>

<品名>イカ</品名>

<産地>釜石</産地>

<K 値>10</K 値>

</商品>

<数量>180</数量>

</在庫>

</釜石産のイカの在庫>

� �

図 13: 検索結果の XML表現

� �
品名 産地 K値 数量 � � � ポインタ

イカ 釜石 150 � � � (サンプル 1)

イカ 釜石 120 � � � (サンプル 2)

イカ 50 � � � (サンプル 3)

イカ 釜石 10 180 � � � (サンプル 4)

� �

図 14: 再構築後のテーブル
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� �
<在庫>

<商品>

<品名>イカ</品名>

<産地>釜石</産地>

</商品>

<数量>150</数量>

</在庫>

<在庫>

<商品>

<産地>釜石</産地>

<品名>イカ</品名>

</商品>

<数量>120</数量>

</在庫>

<在庫>

<商品>

<品名>イカ</品名>

</商品>

<数量>50</数量>

</在庫>

<在庫>

<商品>

<品名>イカ</品名>

<産地>釜石</産地>

<K 値>10</K 値>

</商品>

<数量>180</数量>

</在庫>

� �

図 15: XMLで表現された在庫情報の例

� �
<釜石産のイカの在庫>

{

FOR $p IN //在庫
WHERE $p/商品/品名 = "イカ"

AND $p/商品/産地 = "釜石"

RETURN $p

}

</釜石産のイカの在庫>

� �

図 16: XQueryによる問い合わせの例

� �
<生食可能なイカの在庫>

{

FOR $p IN //在庫
WHERE $p/商品/品名 = "イカ"

AND not(empty($p/商品/K 値))

AND $p/商品/K 値 &lt;= 20

RETURN $p

}

</生食可能なイカの在庫>

� �

図 17: XQueryによる生食可能なイカの検索の例
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